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日本共産党の見解を紹介します。ご意見、ご感想をお寄せ下さい。

法
人
実
効
税
率
の
５
％
引
き
下
げ
を
や
め
れ
ば
、
10
年
で
12
兆
円
と

な
り
、
野
田
内
閣
が
震
災
復
興
財
源
確
保
の
た
め
に
打
ち
出
し
た
庶

民
増
税
は
必
要
な
い
こ
と
が
、
財
務
省
試
算
（
法
人
税
収
の
増
減
収

見
込
み
）で
明
ら
か
に
な
り
ま
し
た
。

民
主
党
増
税
案
に
法
人
税
も
盛
り
込
み
ま
し
た
が
、
そ
の
内
容
は
、

ま
ず
５
％
減
税
し
た
う
え
で
、
減
税
の
範
囲
内
で
付
加
税
を
３
年
に

限
っ
て
課
す
と
い
う
も
の
で
、
実
質
減
税
と
な
り
、
２
０
１
５
年
度

に
は
大
減
税
と
な
り
ま
す
。
（
下
図
を
参
考
に
し
て
下
さ
い
）

日
本
経
団
連
が
出
し
た
「
経
団
連
成
長
戦
略
２
０
１
１
」
で
は

「
復
興
財
源
と
し
て
、
法
人
税
に
つ
い
て
何
ら
か
の
負
担
を
求
め
る

の
で
あ
れ
ば
…
法
人
実
効
税
率
の
５
％
引
き
下
げ
に
伴
う
ネ
ッ
ト
減

税
分
を
限
度
と
し
て
、
付
加
税
を
時
限
的
に
課
す
か
、
執
行
を
一
定

期
間
遅
ら
せ
る
方
式
を
と
る
べ
き
で
あ
る
」
と
増
税
の
や
り
方
ま
で

「
指
南
」
。
民
主
党
は
こ
れ
を
受
け
入
れ
、
庶
民
に
は
負
担
増
、
大

企
業
に
は
減
税
の
復
興
増
税
案
と
な
り
ま
し
た
。



■法人税減税と証券優遇税制の延長など

大企業と大資産家への減税のばらまきを中止する

■不要不急の大型公共事業の中止

■原発の建設・推進予算の削除

■政党助成金の廃止

■２５７兆円にのぼる大企業の内部留保を復興に役立て

るために、通常の国債とは別建てで、市場に出さない

「震災復興国債」を発行し、大企業に引き受けを要請

日
本
の
財
界
は
庶
民
に
増
税
を
求
め
る
一
方
、
法
人
税
に
つ
い
て
は
減
税
の
実
施
を
要
求
し

て
い
ま
す
が
、
欧
米
で
は
、
財
政
危
機
打
開
の
財
源
と
し
て
、
富
裕
層
や
大
企
業
の
経
営
者
自

身
が
「わ
れ
わ
れ
に
課
税
せ
よ
」と
声
を
あ
げ
て
い
ま
す
。

口
火
を
切
っ
た
の
は
世
界
最
大
の
投
資
持
ち
株
会
社
「
パ
ー

ク
シ
ャ
ー
・
ハ
サ
ウ
ェ
イ
」
の
ウ
ォ
ー
レ
ン
・
バ
フ
ェ
ッ
ト

会
長
兼
最
高
経
営
責
任
者
（
Ｃ
Ｅ
Ｏ
）
。
米
紙
ニ
ュ
ー
ヨ
ー

ク
・
タ
イ
ム
ズ
（
８
月
１
５
日
付
）
へ
の
寄
稿
で
、
こ
れ
ま

で
の
行
き
過
ぎ
た
資
産
家
減
税
に
触
れ
「
億
万
長
者
に
や
さ

し
い
議
会
に
よ
っ
て
長
い
間
甘
や
か
さ
れ
て
き
た
」
と
し
、

大
資
産
家
へ
の
増
税
を
提
案
し
ま
し
た
。

こ
れ
に
呼
応
し
、
企
業
経
営
者
や
投
資
家
で
つ
く
る
米
国

の
非
政
府
組
織
（
Ｎ
Ｇ
Ｏ
）
「
繁
栄
の
分
か
ち
合
い
を
め
ざ

す
実
業
家
」
が
「
景
気
浮
揚
の
た
め
最
高
税
率
を
引
き
上
げ

よ
」
と
バ
フ
ェ
ッ
ト
氏
へ
支
持
を
表
明
。
エ
ー
ル
フ
ラ
ン
ス

Ｋ
Ｌ
Ｍ
会
長
ら
フ
ラ
ン
ス
の
大
企
業
ト
ッ
プ
１
６
人
も
「
わ

れ
わ
れ
に
課
税
せ
よ
」
と
題
す
る
ア
ピ
ー
ル
を
発
表
し
た
ほ

か
、
ド
イ
ツ
の
資
産
家
５
０
人
の
グ
ル
ー
プ
「
資
本
課
税
を

求
め
る
資
産
家
た
ち
」
は
、
最
富
裕
層
へ
の
２
年
間
の
課
税

強
化
で
１
０
０
０
億
ユ
ー
ロ
（
約
１
０
兆
５
０
０
０
億
円
）

の
税
収
増
が
見
込
め
る
と
提
案
し
ま
し
た
。

大企業・大資産家への優遇税制

を正すことを主張しているのは日

本共産党だけ。企業･団体献金を

１円も受け取らず、国民の立場で

大企業にモノが言えるからです。

（
日
本
共
産
党
機
関
紙
「し
ん
ぶ
ん
赤
旗
」９
月
15
日
付
ト
ッ
プ
記
事
よ
り
）


